
「加入者掛金額変更届（第２号被保険者用）」の記入要領

事前受付専用（2026年10月末まで）2026年（令和８年）12月制度改正に伴う掛金額変更用

 掛金を「毎月定額」で積み立てている。

 制度改正前（2026年11月末まで）の拠出限度額より多い額となるよう掛金額を引き上げる。

 2026年12月分（2027年1月引落）から掛金額を変更したい。

▼この届出書「加入者掛金額変更届【令和8年12月施行事前受付専用】（第２号被保険者用）」は、
次のすべてを満たす場合にご利用いただけます。

※これらの要件を満たさない場合は、2026年12月1日以降に、ｅ-ｉＤｅＣｏ（マイナポータルを活用した
ｉＤｅＣｏご契約者様向けのオンライン手続きサービス）または通常の届出書「加入者掛金額変更届」
でのお手続きとなります。

※この届出書は、2026年12月分（2027年1月引落）からの掛金額を変更するためのものです。
氏名・住所や企業年金制度等の加入状況コード等その他の項目を変更することはできません。

＜加入者掛金額変更届【令和8年12月施行事前受付専用】（第２号被保険者用）＞

この「届出書」およびこの届出書
による「掛金額の変更手続き」に
関して「ご注意いただきたい点」
をまとめております。
ご記入の前に必ずご確認ください。

基礎年金番号や氏名・住所、生年
月日等をご記入いただく欄です。
ご記入にあたっては、裏面の記入
例をご参照ください。

Ａ

Ｂ

変更後の掛金額（２０２６年１２
月からの掛金額）をご記入いただ
く欄です。

変更後の掛金額は【施行前（制度
改正前）の拠出限度額】超【施行
後（制度改正後）の拠出限度額】
以下の範囲内の金額をご記入くだ
さい。

※施行前後（制度改正前後）の
拠出限度額は、 の【企業年金
等の加入状況に応じたｉＤｅＣｏの
拠出限度額】でご確認ください。

Ａ

Ｂ施行前後（制度改正前後）の拠出限度額を確認するた
め、該当の「企業年金制度等の加入状況コード」欄に

チェック（レ）を入れてください。
※必ず裏面の説明をご確認のうえ、ご記入ください。

Ｂ

※この「届出書」でのお手続きの受付
は２０２６年１０月末までとなります。
記入内容に誤り等があった場合は、
内容の訂正が間に合わず、掛金額
変更の事前受付ができなくなる場合
がありますのでご注意ください。

ご記入にあたっては必ず裏面をご確認ください



加入者掛金額変更届【令和8年12月施行事前受付専用】（第２号被保険者用）

▼ご記入いただく項目は、以下の３か所です。
この記入例をご参照のうえ、記入漏れや記入誤り等のないようご記入ください。

基礎年金番号、氏名（漢字・フリガナ）、生年月日、性別、住所（漢字・フリガナ）、
連絡先電話番号１

個人型年金掛金額（千円単位）

２０２６年１２月からの掛金額（変更後の掛金額）をご記入ください。
２

企業年金制度等の加入状況コード
該当のコードにチェック（レ）を入れてください。

３

１２３４ ５６７８９０ 年 金 一 郎
ﾈ ﾝ ｷ ﾝ ｲ ﾁ ﾛ ｳ

4910１0

東京 ○○ △△１－２３－４５ □□マンション６７８号

ﾄｳｷｮｳﾄ ﾏﾙﾏﾙｸ ｻﾝｶｸｻﾝｶｸ 1-23-45 ｼｶｸｼｶｸﾏﾝｼｮﾝ 678ｺﾞｳ
12 3456 7890



123-4567

●すべての項目を漏れなくご記入
ください。
※氏名と住所のフリガナも忘れ

ずにご記入ください。

●｢基礎年金番号｣は、年金手帳
または基礎年金番号通知書等
でご確認のうえ、正確にご記入
ください。

※ご不明な場合は日本年金機構
にお問い合わせください。

※確定拠出年金の加入者番号
（００から始まる番号）を
誤って記入されないように
ご注意ください。

１

２

３

掛金額は、ご自身の
「企業年金制度等の
加入状況コード」を
チェックし、拠出限
度額を確認したうえ
で決定してください。

●変更後の掛金額は

の金額をご記入ください。

（制度変更前）

（制度変更後）

【施行前の拠出限度額】超

【施行後の拠出限度額】以下

＜会社使用欄＞

記入例

設定できる掛金額の範囲（千円単位）
加入状況
コード

企業年金制度等の加入状況

（ｉＤｅＣｏ＋の事業主掛金と合算での上限）24,000円 ～ 62,000円００＞企業年金制度への加入なし

【55,000円－（企業型ＤＣの事業主掛金額＋ＤＢ等の他制度掛金相当額）】超
【62,000円－（企業型ＤＣの事業主掛金額＋ＤＢ等の他制度掛金相当額）】以下

０１＞
企業型ＤＣのみに加入
または企業型ＤＣとＤＢに加入

０２＞ＤＢのみに加入

施行後の拠出限度額（62,000円）から以下の共済掛金
相当額を控除しています。
＊国家公務員・地方公務員共済組合：8,000円
＊私学共済：7,000円

21,000円 ～ 54,000円
５０＞国家公務員共済組合に加入

５１＞地方公務員共済組合に加入

21,000円 ～ 55,000円５２＞私学共済のみに加入

【55,000円－（企業型ＤＣの事業主掛金額＋私学共済以外の他制度掛金相当額）】超
【５５,000円－（企業型ＤＣの事業主掛金額＋私学共済以外の他制度掛金相当額）】以下

５３＞
私学共済と
企業型ＤＣやＤＢ等に加入

※１ 施行前の拠出限度額は、２０，０００円が上限。
※２ 企業型ＤＣの事業主掛金額またはＤＢ等(もしくは私学共済以外）の他制度掛金相当額がご不明な場合は、お勤め先の担当部署にご確認ください。
※３ 企業型ＤＣまたはＤＢのいずれかの制度がない場合は、当該制度の掛金相当額を「０円」として計算してください。
※４ 施行後の拠出限度額（６２，０００円）から私学共済の共済掛金相当額（７，０００円）を控除しています。
（注）企業型確定拠出年金を「企業型ＤＣ」、確定給付企業年金を「ＤＢ」、私立学校教職員共済制度を「私学共済」と表記しています。

●お勤め先で加入している企業年金制度等を確認し該当の加入状況コード欄にチェックを入れてください。
●変更後の掛金額は、加入状況コードに応じて【施行前の拠出限度額】超【施行後の拠出限度額】以下の金額

となるように設定してください。下表もあわせてご利用ください。

ご自身の加入状況に応じて、必ずいずれかの
コードにチェック（レ）を入れてください。

（※１）（※２）（※３）（※４）

（※１）（※２）（※３）

この範囲内で変更後の
掛金額を設定してください。

３ ５

＊三井住友海上火災保険株式会社は、株式会社ゆうちょ銀行から「ゆうちょプラン」の申込書類等の受付事務を受託しています。

［運営管理機関］株式会社ゆうちょ銀行
［受 付 機 関］三井住友海上火災保険株式会社


